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を『Hirao School of Management Review』に「スタートアップ期の成長に創業メンバーが及
ぼす影響」という論文としてまとめられた（以下，前平論文と呼ぶ）。このコメント論文は，
前平論文の学術的な貢献と限界を整理し，コメント論文としての範囲をやや逸脱するもの























































さらには，表 4 を踏まえた議論でも，創業メンバーの決定によって起業した企業群(表 4













 送付エリア：近畿 2府 4県，東京都，愛知県 
 設立年数：2000年～2007年 
 従業員人数：10名以上 










に対して，2010年の 5月 30日に神戸市内から質問票を発送した。6 月 11日の締切り以後も
断続的に質問票が届き，7 月 11 日に締め切り，のべ 149 通の返信があった。また，発送後








表 1 業種別サンプル数 
業種名 件数 割合 
情報 48 33% 
建設 13 9% 
卸売 13 9% 
飲食 6 4% 
小売 5 3% 
不動産 5 3% 
教育 4 3% 
金属製品 3 2% 
電気機器 3 2% 
医療 3 2% 
娯楽 2 1% 
食品 2 1% 
輸送用機械 2 1% 
一般機器 1 1% 
電気ガス 1 1% 
運輸物流 1 1% 
精密機器 1 1% 
繊維 1 1% 
非鉄金属 1 1% 
その他 12 8% 
（欠損値） 18 12% 
合計 145 100% 
   
 
 
表 2 サンプル数の設立年度 
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 (欠損値) 
19 21 32 18 19 13 9 9 5 






図 1 は，サンプル企業の従業員数のヒストグラム 1 を示している。横軸は従業員数で，
縦軸は該当企業数である。図 1 にあるように直近期の従業員数は，平均 27.0 人，最小値 2
人，最大値 174人，中央値 18人，標準偏差 5.59となっている 2。図 2は，サンプル企業が
創業したときの従業員数のヒストグラムを示している。創業期の従業員数は，平均 5.2 人，








図 1 直近期の従業員数のヒストグラム 
 
図 2 創業期の従業員数のヒストグラム 























   


















ログランク検定の結果，カイ自乗値は 4.8，p値は 0.029で，5%水準で統計的に有意な差が 
 
図 3 創業メンバー有無群ごとの赤字割合の経年変化 
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あることが確認された。つまり，創業時点での創業メンバーの存在は，黒字化を遅らせる
ことが明らかとなったのである。 
  これは，創業時点で創業メンバーがいない起業家が何らかの経済的犠牲をはらってでも
雇用成長を追求したという批判が的外れであることを示しているばかりか，むしろ，創業
時点での創業メンバーがいない起業家が，雇用成長と経済的安定を両立させていることを
示してもいる。 
 
4. むすびにかえて 
本コメント論文は，前平論文の貢献と限界を整理したうえで，結論の妥当性の確認のた
めの追加的な分析を実施した。結果として，前平論文の結論である，「創業メンバーを構成
する際は，創業者の自己責任を基盤とする起業家精神を発揮するために，実質的に 1 人で
起業し，その後従業員として創業メンバーを集めることが雇用成長に望ましい」ことの一
般性を拡張したばかりか，早期の経済的な安定化のためにも同様に実質的に 1 人で起業す
ることが良い影響を与えることが明らかとなった。起業家は，1人で起業した際にその孤独
の中で起業家精神を涵養するという解釈は，より妥当なものになったともいえる。 
今後の研究では，実質的に 1 人で起業した起業家の継時的な調査により，その起業家精
神の形成過程などを明らかにするような，統計的な一般化というよりは分析的一般化を意
図した研究が，より実際の起業家に実り豊かなインプリケーションを与えると考えられる。
あるいは，同様に継時的な調査を複数で起業した企業に対して実施し，雇用成長や黒字化
を遅らすメカニズムとして，どのように起業家の起業家精神の形成を阻害するのかについ
ての研究も，起業を予定している人々に重要な注意喚起を行えるものと考える。 
 
